
「湖南市第四次地域福祉計画・地域福祉活動計画（案）」に係る 
パブリックコメントの意見と回答 

 

１ 意見募集期間 令和４年１月26日（水曜日）から令和４年２月20日（日曜日）まで 

 

２ 意見の件数 1人より４件 

〔内訳〕 

（１）原案を修正するもの‥‥‥‥‥‥‥‥１ 

（２）原案に反映できないもの‥‥‥‥‥‥２ 

（３）既に原案に記載済みのもの‥‥‥‥‥１ 

（４）その他‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥０ 

３ 意見・提案の内容とそれに対する市の考え方は次のとおりです。 

意見・提案など 市の考え方 

Ｐ46 基本施策３－４ 安心して生活できる環

境の整備の≪現状≫欄 

 

 コミュニティバスの利用者の減少はコロナ禍

の 2021 年以降のことでしょうか。それ以前は

経営的に満足できる利用者があり、経営状態だ

ったのか。その点についての言及が必要である

と思います。それがないと、公共交通行政サー

ビスの向上、経営努力、財政負担などでの課題

やその解決策が明確にならないのではないか。

したがって、その点についての言及を付け加え

るべきだと思います。 

（１）原案を修正するもの 

 

 コミュニティバスの利用者数は、平成 22 年度

を境に減少傾向に歯止めがかかり、令和元年度ま

での 10 年間はほぼ横ばいで推移してきました。

しかし、令和２年３月以降、コロナ禍の影響を受

けて特に通勤・通学時間帯の利用控えにより、令

和２年度は大幅な減少となりました。 

コミュニティバスの運行事業には、これまでか

ら少なからず一般財源を投入しているところで

あり、市では、路線や運行時間の見直し、低床バ

スや小型バスの導入など、市民の利便性の向上に

よる利用者増に向けて様々な取組を行い、経営の

安定化と事業の継続に努めてまいりました。 

今後は、コロナ後の社会においても、利用しや

すく効率的で持続可能な公共交通の確保に向け

て、様々な立場の市民等のご意見をお聞きしなが

らコミュニティバスやデマンド型交通の導入な

どの検討を多角的に進めてまいります。 

 

本文を下記のとおり修正いたします。 

「●コミュニティバスの利用者数は、平成 22 年

度から令和元年度まではほぼ横ばいで推移して

きましたが、令和２年度はコロナ禍の影響を受け

て大幅な減少となりました。」 

 

Ｐ46 基本施策３－４ 安心して生活できる環

境の整備の≪施策の進捗を測る指標≫欄 

 

 コミュニティバスのノンステップ化は中型以

上とあるが、それ以下の車両についてはバリアフ

（２）原案に反映できないもの 

 

 小型車両（10人以下）につきましては、自動車

メーカーがノンステップ化に対応した車両を開

発していないため、車両の導入は困難です。 

資料３ 



リーやユニバーサルデザインの要請に応えられ

ていますか。そうでないのなら、全車両について

ノンステップ化をする、とすべきだと思います。 

なお、大型車両では道路幅員の狭い地域が走行

できない事情もあることから、中型からノンステ

ップ化に対応した車両に順次切り替えていくこ

ととしています。 

 

Ｐ47 基本施策３－４ 安心して生活できる環

境の整備の「社協が取り組むこと」欄の② 

 

 地域支えあいによる移送サービスの検討が述

べられ、地域まちづくり協議会での検討支援とあ

ります。また、Ｐ46の≪施策の進捗を測る指標≫

中に、現状の１まち協を令和８年度までに７まち

協に広げる目標とあります。 

 公共交通の維持継続は公共インフラの基本の

ひとつであり、市行政において責任を負うべきも

のだと思います。したがって、ボランティア団体

に任せるべきものではないと思いますので、この

移送支援事業については検討を見直す、とすべき

であると考えます。 

（２）原案に反映できないもの 

 

 社会福祉協議会では、市民が移動しやすいまち

づくりをめざし、各地域まちづくり協議会に既存

の制度による移動支援サービスや福祉有償運送

事業、民間タクシー、市民が行う移動支援の先進

事業等の情報提供を行っています。 

各地域まちづくり協議会においても、通院や買

い物などの移動支援についてアンケートが実施

され、そのニーズは高く、また今後の不安の上位

にも挙げられています。 

こうした地域住民の声を受けて、支え合いによ

る移送サービスに既に取り組まれている地域や、

実施に向けて協議・検討中の地域もあります。 

公共交通は事業の性質上、一人ひとりに応じた

きめ細かなサービス提供は困難なため、公共交通

を利用できない人の移動を保障するための手段

のひとつとして、地域住民によるお互いさまの移

動支援の仕組みは有効な手立てのひとつと考え

ます。 

公共交通、民間事業者等との綿密な役割分担の

下、市民の主体的な活動として地域にあった支え

合いによる移動支援の仕組みづくりが進むよう、

市と社会福祉協議会が一体となって、各地域まち

づくり協議会をはじめ関係機関と協議を重ねて

まいります。 

 

Ｐ47 基本施策３－４ 安心して生活できる環

境の整備の「市が取り組むこと」欄の② 

 

 デマンドバスの運行について述べられていま

すが、デマンド型交通の導入を含め利用者に今以

上に利便性の高まる公共交通システムの構築を

検討し、進める、とすべきだと思います。 

（３）既に原案に記載済みのもの 

 

 市では令和４年４月から３路線についてデマ

ンド型交通の実証運行を行いますが、その結果も

しっかりと検証しつつ、様々な立場の市民等のご

意見を伺いながら、利用しやすく効率的で持続可

能な公共交通システムの確保に向けて、利用実態

やニーズに即したコミュニティバスの運行やデ

マンド型交通の導入等について、継続的に検討を

進めてまいります。 

 

 


